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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
当社の連結子会社である株式会社ＬＩＸＩＬは、平成25年９月26日に株式会社日本政策投資銀行との間で株主間契

約を締結し、各々が50％の議決権を有する特別目的会社であるGraceA株式会社（以下、「GraceA」という）及び

GraceAの完全子会社を設立し、同日、GraceA及びGraceAの完全子会社を通じてGROHE Group S.à r.l.（以下、「GROHE

社」という）の発行済株式の87.5％を取得することについて、GraceAの完全子会社は売主との間で株式譲渡契約を締

結し、平成26年１月21日に株式を取得いたしました。この企業結合の結果、GraceAは当社の持分法適用関連会社とな

りました。また、Joyou AG（本社：ドイツ、フランクフルト証券取引所上場、以下、「Joyou」という）はGROHE社の

子会社であり、GROHE社を通じてのJoyouに対する当社の持分は、31.62％でありました。

平成27年４月27日にJoyouの監査役会が、金融機関からの督促状が届いたことを契機に同社の財務諸表の正確性に疑

義を認識したため、監査人及び法律顧問による特別監査を実施することを決定しました。Joyouは平成27年５月３日に

同社の子会社において実施中の特別監査により、売上、負債及び利用可能な現金の額が、2014年度の同社の財務報告

にて報告された各金額から、大きく乖離しているとの暫定的な結果を公表しました。Joyouは、平成27年５月21日に執

行役会で債務超過を理由に破産手続開始の申立てを行うことを決定し、平成27年５月22日に破産手続開始の申立てを

しました。

また、当社は、自らの調査によって、平成26年１月21日の株式取得時点から、Joyouは多額の債務超過であったとい

う認識にいたりました。

そのため、連結貸借対照表に投資有価証券として計上したGraceA株式価値102,878百万円のうち、Joyouの株式価値

相当23,804百万円については、期首利益剰余金及び投資有価証券を減額するとともに、当第１四半期連結累計期間に

計上しておりましたJoyouの利益に対する持分法投資損益68百万円を減額する訂正を行っております。

これらの決算訂正により、当社が平成26年８月８日に提出いたしました第73期第１四半期（自　平成26年４月１日 

至 平成26年６月30日）の四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条

の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており、その四

半期レビュー報告書を添付しております。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４　経理の状況

１　四半期連結財務諸表

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿線で示しております。

　なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、訂正後のみを表示しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第72期

第１四半期
連結累計期間

第73期
第１四半期
連結累計期間

第72期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 348,419 381,484 1,628,658

経常利益 （百万円） 13,614 4,509 74,937

四半期（当期）純利益 （百万円） 8,936 41 20,951

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 21,347 △2,376 51,312

純資産額 （百万円） 577,215 592,894 601,795

総資産額 （百万円） 1,498,822 1,750,276 1,786,293

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 30.73 0.14 72.06

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） 30.64 0.14 71.70

自己資本比率 （％） 38.1 33.4 33.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 14,166 16,300 83,532

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,899 △3,782 △218,332

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 4,723 △15,789 153,144

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 130,873 132,223 139,038

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．取引金額には消費税等を含んでおりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当第１四半期連結累計期間の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、次のとおりでありま

す。

なお、本項に記載した将来や想定に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断

したものであります。将来や想定に関する事項には、不確実性を内在しており、あるいはリスクを含んでいるため、

実際の結果と大きく異なる可能性もあります。また、分析に記載した実績値は百万円未満端数切り捨てで記載してお

ります。

 

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの四半期連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成

しております。この四半期連結財務諸表の作成にあたって、決算日における資産・負債の報告数値、偶発事象の開

示項目及び報告期間における収益・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行っております。これら

の見積り及び判断は、過去の実績や状況に応じ合理的であると考えられる様々な要因に基づき行っているため、実

際の結果は、これらと乖離する場合があります。特に当社グループの四半期連結財務諸表の作成において実施した

評価、見積り及び判断は、その実質価額の判断、将来需要や市況予測、各種統計数値の前提設定及び実現可能性等

様々なファクターにより行っております。

その結果に大きく影響される重要な会計方針は、主に次のとおりであります。

有価証券、たな卸資産、貸倒引当金、有形・無形固定資産、賞与引当金、資産除去債務、退職給付に係る資産・

負債及び繰延税金資産等の評価

(2) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動があったものの、金融

や財政の政策効果などを背景に、企業収益や雇用情勢は着実に改善が見られ、景気は緩やかな回復局面にありまし

た。住宅投資については、駆け込み需要の反動減により新設住宅着工戸数が218千戸（前年同期比9.3％減）となる

など低調に推移し厳しい状況にありました。

当社グループでは、中期経営計画の基本方針（５つの戦略）である、国内コア事業のリフォーム市場へのシフ

ト、グローバル事業の拡大、広範な流通の有効活用、コア周辺事業の拡大、経営効率の改善、に基づき収益を伴っ

た成長の実現に取り組んでまいりました。その一環として、株式会社ＬＩＸＩＬの最高経営執行体としてＧＭＣ

（Global Management Committee）を発足させ、グローバルマネジメント体制に移行しました。

これらの活動の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は前連結会計年度に新規連結となった子会社

の寄与などにより海外売上が増加したことから3,814億84百万円（前年同四半期比9.5％増）と増収を確保すること

ができました。一方、利益面では営業利益は48億23百万円（前年同四半期比47.5％減）、経常利益は45億９百万円

（前年同四半期比66.9％減）、四半期純利益は41百万円（前年同四半期比99.5％減）と、雪害関連や販売強化等の

先行投資など営業費用の増加に加え、持分法投資損益や為替差益の減少など営業外収支の悪化などから減益となり

ました。
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(3) セグメントの業績の状況

セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、報告セグメントについては従来５区分で開示しておりまし

たが、当第１四半期連結会計期間より国内事業５区分、海外事業４区分に変更するとともに、全社費用の配賦方法

についても変更しております。このため、前年同四半期との比較は、変更後の報告セグメントの区分及び全社費用

の配賦方法に基づき組替えて行っております。また、「海外事業」の「その他事業」については、現時点では持分

法適用関連会社のみであり、売上高、営業利益が計上されないため、記載しておりません。

[国内事業]

[金属製建材事業］

金属製建材事業においては、エクステリア建材の伸長などにより売上高は1,129億88百万円（前年同四半期比

2.8％増）と増収を確保することができましたが、売価・商品ミックスの悪化や雪害によるコストアップなどから

営業利益は59億０百万円（前年同四半期比16.8％減）と減益でありました。

[水回り設備事業]

水回り設備事業においては、雪害影響により供給制約と対応費用が発生したのに加え顧客ミックス変化による粗

利低下などがあったことなどから、売上高は789億35百万円（前年同四半期比2.5％減）、営業利益は14億５百万円

（前年同四半期比68.2％減）と減収減益でありました。

[その他建材・設備事業]

その他建材・設備事業においては、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動により売上高は438億22百万円（前年

同四半期比3.2％減）、営業利益は７億27百万円（前年同四半期比31.1％減）と減収減益でありました。

[流通・小売り事業]

流通・小売り事業においては、プロユーザー向けの建デポプロ事業の伸長により売上高は493億76百万円（前年

同四半期比2.5％増）、店舗効率の改善なども加わり営業利益は22億20百万円（前年同四半期比78.4％増）と増収

増益でありました。

[住宅・不動産他事業]

住宅・不動産他事業においては、住宅投資低迷の影響などにより売上高は140億75百万円（前年同四半期比6.1％

減）、営業利益は10億81百万円（前年同四半期比18.6％減）と減収減益でありました。

[海外事業]

[アジア事業]

アジア事業においては、販売活動に注力したことなどから売上高は234億53百万円（前年同四半期比32.4％増）

と増収、粗利率改善に努めたことなどから営業損失は41百万円（前年同四半期は11億68百万円の営業損失）となり

ました。

[カーテンウォール事業]

カーテンウォール事業においては、売上高は460億46百万円（前年同四半期比12.5％増）と為替換算影響等によ

り増収を確保できましたが、利益面では大型物件工事遅延などにより営業損失13億75百万円（前年同四半期は６億

50百万円の営業損失）でありました。

[ＡＳＢ事業]

ＡＳＢ事業においては、前第２四半期連結会計期間に株式取得し新規連結になったことから、売上高は234億94

百万円、営業利益は７億４百万円と増収増益でありました。

なお、セグメント別の売上高はセグメント間取引消去前であり、営業損益は全社費用控除前であります。
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(4) 財政状態の状況

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、季節要因等による売掛債権及びたな卸資産の変動や借入金返済などに

よる現預金の減少などから前連結会計年度末に比し360億17百万円減少の１兆7,502億76百万円となりました。な

お、純資産は5,928億94百万円、自己資本比率は33.4％であります。

(5) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下、資金という。）は、連結子会社の決算期変更に伴う

現金及び現金同等物の増減額なども含めると、前連結会計年度末に比べて68億15百万円減少の1,322億23百万円で

あります。

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、163億0百万円の資金増加となり、前年同四半期と比しては、21億33百万

円の増加となりました。この主な要因は税金等調整前四半期純利益の水準が低下したものの、運転資金や持分法投

資損益の変動があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資の支出のほか、短期運用資産を取崩したことなどから37億82百

万円の資金減少となりました。前年同四半期に比べて11億16百万円の資金増加であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払のほか、有利子負債の返済と調達を行ったことなどから

157億89百万円の資金減少となりました。前年同四半期に比べて205億12百万円の資金減少であります。

(6) 対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、対処すべき課題や見通し等に重要な変更等はありません。

なお、株式会社の支配に関する基本方針は、次のとおりであります。

当社では、多数の株主に株式を中長期で保有していただくことが望ましいと考え、業績を向上し企業価値を高め

て、株主の支持をいただけるような施策を打ってまいります。よって、敵対的買収防衛策については、特に定めて

おりません。

(7) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、43億60百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,300,000,000

計 1,300,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 313,054,255 同左

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

単元株式数

100株

計 313,054,255 同左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 第７回新株予約権

決議年月日 平成26年５月７日

新株予約権の数（個） 　　　　　36,620

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 　　　　　　　－

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）

（注）１

　　　　3,662,000

　　　　(新株予約権１個につき100株）

新株予約権の行使時の払込金額（円）

（注）２
　　　　　2,819

新株予約権の行使期間
自 平成28年５月24日

至 平成33年５月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）

１．発行価格        3,214

ただし、（注）２の定めにより調整を受けることがあり

ます。

２．資本組入額

(1)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増

加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い

算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、

計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる

ことといたします。

(2)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増

加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等増加

限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じ

た額といたします。

新株予約権の行使の条件
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権

を行使することができないものといたします。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決

議による承認を要するものといたします。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項
（注）３
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（注）１．付与株式数の調整

割当日以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載

につき同じ）又は株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１

株未満の端数は、これを切り捨てることといたします。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率

当該調整後付与株式数を適用する日については、下記（注）２（2）①の規定を準用するものといたします。

また、上記のほか、割当日以降、付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株

式数を適切に調整することができるものといたします。

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予

約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という）に通知又は公告いたし

ます。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知

又は公告いたします。

２．行使価額の調整

(1)割当日以降、当社が当社普通株式につき、次の①又は②を行う場合、行使価額をそれぞれ次に定める算式（以

下、「行使価額調整式」という）により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げること

といたします。

① 当社が株式分割又は株式併合を行う場合

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

１

株式分割又は株式併合の比率

 

② 当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定（単元

未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される証券

若しくは転換できる証券の転換、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社

債に付されたものを含む）の行使による場合を除く）

 

 
   

既発行株式数＋

新規発行株式数 ×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 

ⅰ　行使価額調整式に使用する「時価」は、下記(2)に定める「調整後行使価額を適用する日」（以

下、「適用日」という）に先立つ45取引日目に始まる30取引日における東京証券取引所における当

社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ）の平均値（終値のない日を除く）とい

たします。なお、「平均値」は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入いたしま

す。

ⅱ　行使価額調整式に使用する「既発行株式数」は、基準日がある場合はその日、その他の場合は適用

日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式総数から当社が保有する当社普通株式にかかる自

己株式数を控除した数といたします。

ⅲ　自己株式の処分を行う場合には、行使価額調整式に使用する「新規発行株式数」を「処分する自己

株式数」に読み替えるものといたします。

(2)調整後行使価額を適用する日は、次に定めるところによるものといたします。

① 上記(1)①に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌

日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これ

を適用いたします。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会に

おいて承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基

準日の翌日に遡及してこれを適用いたします。

　 なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の終結の

日までに新株予約権を行使した（かかる新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株

式の数を、以下、「分割前行使株式数」という）新株予約権者に対しては、交付する当社普通株式の数

を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てることといたします。
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新規発行株式数 ＝
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数

調整後行使価額

② 上記(1)②に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、当該発行又は処分の払込期日（払込期間が設け

られたときは、当該払込期間の最終日）の翌日以降（基準日がある場合は当該基準日の翌日以降）、こ

れを適用いたします。

(3)上記(1)①及び②に定める場合の他、割当日以降、他の種類株式の普通株主への無償割当又は他の会社の株式

の普通株主への配当を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割

当又は配当等の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができるものといたしま

す。

(4)行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は公告いたし

ます。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又

は公告いたします。

３. 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る）又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸

収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割が

その効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力

を生ずる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権

をそれぞれ交付することといたします。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定

めることを条件といたします。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付いたします。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式といたします。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定いたします。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約権の行使時の払込金

額」で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上記

(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とい

たします。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使する

ことができる期間の満了日までといたします。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定いた

します。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものといた

します。

(8) 新株予約権の取得条項

下記（注）４に準じて決定いたします。

(9) その他の新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定いたします。
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４. 自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件

当社が、以下の(1)、(2)、(3)、(4)又は(5)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日

に、当社は無償で新株予約権を取得することができるものといたします。

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することにつ

いての定めを設ける定款の変更承認の議案

(5) 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認を

要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することにつ

いての定めを設ける定款の変更承認の議案

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 313,054 － 68,121 － 12,182

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 22,460,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 289,624,900 2,896,249 －

単元未満株式 普通株式 969,155 － －

発行済株式総数  313,054,255 － －

総株主の議決権  － 2,896,249 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株（議決権の数６個）及び株

主名簿上は当社子会社名義になっておりますが実質的に保有していない株式が300株（議決権の数３個）含

まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ＬＩＸＩ

Ｌグループ

東京都江東区大島

二丁目１番１号
22,321,100 － 22,321,100 7.13

日本モザイクタイ

ル株式会社

愛知県常滑市字椎

田口５１番地
138,200 900 139,100 0.04

計 － 22,459,300 900 22,460,200 7.17

（注）１．上記のほか、株主名簿上は当社子会社名義になっておりますが実質的に保有していない株式が300株（議

決権の数３個）あり、「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。

２．日本モザイクタイル株式会社は、当社子会社の取引先会社で構成される持株会（ＩＮＡＸグループ持株

会　愛知県常滑市鯉江本町五丁目１番地）に加入しており、同持株会名義で当社株式900株を所有してお

ります。

３．当第１四半期会計期間末現在の自己株式数は、20,221,419株であります。

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社ＬＩＸＩＬグループ(E01317)

訂正四半期報告書

11/26



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受け、四半期レビュー報

告書を受領しております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 162,996 145,546

受取手形及び売掛金 487,211 444,251

有価証券 1,999 1,999

商品及び製品 129,369 152,412

仕掛品 16,984 18,171

原材料及び貯蔵品 45,453 43,945

その他のたな卸資産 19,048 18,879

短期貸付金 6,228 5,829

繰延税金資産 25,539 29,963

その他 53,177 58,166

貸倒引当金 △5,476 △4,571

流動資産合計 942,532 914,594

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 491,721 498,210

減価償却累計額 △311,649 △314,075

建物及び構築物（純額） 180,072 184,135

機械装置及び運搬具 324,308 330,777

減価償却累計額 △246,780 △248,589

機械装置及び運搬具（純額） 77,527 82,187

土地 188,662 189,375

リース資産 15,138 15,440

減価償却累計額 △6,966 △8,558

リース資産（純額） 8,171 6,882

建設仮勘定 19,982 13,431

その他 95,789 98,224

減価償却累計額 △80,670 △81,252

その他（純額） 15,118 16,971

有形固定資産合計 489,535 492,982

無形固定資産   

のれん 79,971 50,185

その他 60,115 82,194

無形固定資産合計 140,086 132,380

投資その他の資産   

投資有価証券 145,716 148,032

長期貸付金 2,896 2,895

退職給付に係る資産 1,863 2,740

繰延税金資産 22,351 16,211

その他 57,250 56,098

貸倒引当金 △15,938 △15,659

投資その他の資産合計 214,139 210,318

固定資産合計 843,761 835,681

資産合計 1,786,293 1,750,276

 

EDINET提出書類

株式会社ＬＩＸＩＬグループ(E01317)

訂正四半期報告書

13/26



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 235,799 213,786

短期借入金 207,198 144,438

1年内償還予定の社債 15,000 15,000

リース債務 3,030 2,985

未払費用 82,243 76,052

未払法人税等 11,082 5,049

賞与引当金 21,173 31,944

資産除去債務 281 398

その他 143,439 152,732

流動負債合計 719,248 642,388

固定負債   

社債 70,000 70,000

長期借入金 289,026 336,896

リース債務 6,256 5,857

役員退職慰労引当金 79 82

退職給付に係る負債 25,016 23,063

繰延税金負債 22,914 28,634

負ののれん 61 30

資産除去債務 6,615 6,785

その他 45,278 43,642

固定負債合計 465,250 514,993

負債合計 1,184,498 1,157,381

純資産の部   

株主資本   

資本金 68,121 68,121

資本剰余金 261,366 261,614

利益剰余金 262,580 252,208

自己株式 △41,806 △37,875

株主資本合計 550,261 544,069

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 13,184 16,693

繰延ヘッジ損益 1,756 1,092

為替換算調整勘定 28,283 23,242

その他の包括利益累計額合計 43,224 41,028

新株予約権 2,534 2,343

少数株主持分 5,774 5,453

純資産合計 601,795 592,894

負債純資産合計 1,786,293 1,750,276

 

EDINET提出書類

株式会社ＬＩＸＩＬグループ(E01317)

訂正四半期報告書

14/26



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 348,419 381,484

売上原価 250,453 276,759

売上総利益 97,966 104,724

販売費及び一般管理費 88,771 99,901

営業利益 9,195 4,823

営業外収益   

受取利息 480 530

受取配当金 774 1,028

受取賃貸料 1,640 1,745

負ののれん償却額 30 30

持分法による投資利益 55 －

為替差益 2,962 748

その他 1,740 1,613

営業外収益合計 7,684 5,697

営業外費用   

支払利息 1,029 1,437

持分法による投資損失 － ※１  2,700

賃貸収入原価 1,131 1,107

デリバティブ評価損 120 29

その他 982 736

営業外費用合計 3,264 6,012

経常利益 13,614 4,509

特別利益   

固定資産売却益 20 18

関係会社株式売却益 0 －

特別利益合計 20 18

特別損失   

固定資産除売却損 318 238

関係会社株式売却損 － 186

工場再編関連損失 423 －

のれん償却額等修正差額 － ※２  505

確定拠出年金移行時差異 － 72

特別損失合計 741 1,003

税金等調整前四半期純利益 12,893 3,524

法人税、住民税及び事業税 3,727 3,625

法人税等調整額 504 △82

法人税等合計 4,232 3,542

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
8,661 △17

少数株主損失（△） △274 △58

四半期純利益 8,936 41
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
8,661 △17

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,440 3,500

繰延ヘッジ損益 155 △685

為替換算調整勘定 10,100 △5,178

持分法適用会社に対する持分相当額 △11 3

その他の包括利益合計 12,685 △2,359

四半期包括利益 21,347 △2,376

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 21,381 △2,154

少数株主に係る四半期包括利益 △34 △221
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 12,893 3,524

減価償却費 11,186 11,545

負ののれん償却額 △30 △30

のれん償却額 1,382 1,727

貸倒引当金の増減額（△は減少） △330 △1,047

工場再編関連損失引当金の増減額(△は減少) 367 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △83 37

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △175 △294

受取利息及び受取配当金 △1,254 △1,559

支払利息 1,029 1,437

為替差損益（△は益） 222 △1,199

持分法による投資損益（△は益） △55 2,700

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △0 186

固定資産除売却損益（△は益） 298 220

売上債権の増減額（△は増加） 13,478 46,482

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,241 △20,668

仕入債務の増減額（△は減少） △5,836 △21,015

その他 △3,426 3,141

小計 18,424 25,189

保険金の受取額 2,490 －

利息及び配当金の受取額 1,278 1,665

利息の支払額 △1,025 △1,438

法人税等の支払額 △7,001 △9,115

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,166 16,300
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  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 1,504 10,455

有価証券の取得による支出 △46,998 △51,999

有価証券の売却及び償還による収入 52,524 52,000

有形及び無形固定資産の取得による支出 △11,940 △14,198

有形及び無形固定資産の売却による収入 260 143

投資有価証券の取得による支出 △12 △100

投資有価証券の売却及び償還による収入 0 －

子会社株式の売却による収入 － 24

短期貸付金の増減額（△は増加） 661 433

長期貸付けによる支出 △52 △101

長期貸付金の回収による収入 102 47

その他の支出 △1,012 △528

その他の収入 64 41

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,899 △3,782

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増減額

（△は減少）
2,217 △43,404

連結会社間の債権の流動化の増減額(△は減少) △4,997 3,998

長期借入金の返済による支出 △5,669 △24,959

長期借入れによる収入 20,000 54,519

リース債務の返済による支出 △1,002 △734

自己株式の処分による収入 0 3,534

自己株式の取得による支出 △9 △4

配当金の支払額 △5,815 △8,721

少数株主への配当金の支払額 △0 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,723 △15,789

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,850 △715

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 15,841 △3,987

現金及び現金同等物の期首残高 114,661 139,038

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 6 －

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の

増加額
371 67

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △7 －

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物

の増減額（△は減少）
－ △2,896

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 130,873 ※ 132,223
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結子会社の決算日の変更

 連結子会社のうち決算日が12月31日であった、ASD Americas Holding Corp.及び同社の子会社は同日現在の財

務諸表を利用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について必要な調整を行っておりましたが、連結財務情

報のより適切な開示及び将来のIFRS（国際財務報告基準）への対応の一環として、当第１四半期連結会計期間よ

り決算日を３月31日に変更しております。この変更に伴う平成26年１月１日から平成26年３月31日までの３ヶ月

間の損益は、利益剰余金の増減としております。

（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

　Permasteelisa S.p.A.及びその子会社の主に受注工事に係る金融機関等の契約履行保証に対する債務保証は次の

とおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

Permasteelisa S.p.A.及びその子会

社の主に受注工事に係る金融機関等

の契約履行保証に対する債務保証

 

104,510百万円

 

103,826百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．当第１四半期連結会計期間末において、重要な関連会社であるGraceA株式会社（以下、「GraceA」という）

は、前連結会計年度に買収したGROHE Group S.à r.l.に係る取得原価の配分を完了しておらず、入手可能な

合理的情報に基づき暫定的な会計処理を行っております。そのため、GraceAに係る持分法による投資損失

は、暫定的な金額を計上しております。

 

※２．前連結会計年度末において、ASD Americas Holding Corp.の株式取得に係る取得原価の配分が完了しておら

ず、入手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計処理を行っておりましたが、当第１四半期連結会計期間に

おいて、取得原価の配分を完了し、暫定的な会計処理を確定いたしました。のれん償却額等修正差額は、前

連結会計年度に暫定的な会計処理の確定が行われたとしたときの損益影響額であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

現金及び預金勘定 131,772百万円 145,546百万円

定期預金 △898 △13,323

現金及び現金同等物 130,873 132,223

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月20日

取締役会
普通株式 5,815 20 平成25年３月31日 平成25年６月５日 利益剰余金

 

当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月19日

取締役会
普通株式 8,721 30 平成26年３月31日 平成26年６月４日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

 国内事業

 
金属製建材

事業
水回り設備

事業
その他建材
・設備事業

流通・小売
り事業

住宅・不動
産他事業

売上高      

外部顧客への売上高 108,736 80,055 44,854 48,121 14,749

セグメント間の内部売上高又

は振替高
1,133 925 402 62 235

計 109,869 80,981 45,256 48,183 14,984

セグメント利益又は損失（△） 7,091 4,413 1,055 1,244 1,328

その他の項目      

持分法投資利益又は損失

（△）
－ － － － 73

持分法適用会社への投資額 － － － － 1,745

 

      （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
財務諸表
計上額
（注）２

 海外事業

 アジア事業
カーテン
ウォール事

業
ＡＳＢ事業 その他事業

売上高        

外部顧客への売上高 10,986 40,916 － － 348,419 － 348,419

セグメント間の内部売上高又

は振替高
6,728 － － － 9,486 △9,486 －

計 17,714 40,916 － － 357,906 △9,486 348,419

セグメント利益又は損失（△） △1,168 △650 － － 13,314 △4,119 9,195

その他の項目        

持分法投資利益又は損失

（△）
－ △17 － － 55 － 55

持分法適用会社への投資額 － － － － 1,745 － 1,745

（注）１.セグメント利益の調整額△4,119百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主として当社及び株式会社ＬＩＸＩＬの人事、総務、経理等の管理部門に係る費用であります。

２.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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　当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

 国内事業

 
金属製建材

事業
水回り設備

事業
その他建材
・設備事業

流通・小売
り事業

住宅・不動
産他事業

売上高      

外部顧客への売上高 112,451 78,102 43,409 49,376 13,864

セグメント間の内部売上高又

は振替高
536 832 412 0 211

計 112,988 78,935 43,822 49,376 14,075

セグメント利益又は損失（△） 5,900 1,405 727 2,220 1,081

その他の項目      

持分法投資利益又は損失

（△）
－ － － － △0

持分法適用会社への投資額 － － － － 5,630

 

      （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
財務諸表
計上額
（注）２

 海外事業

 アジア事業
カーテン
ウォール事

業
ＡＳＢ事業 その他事業

売上高        

外部顧客への売上高 14,863 45,921 23,494 － 381,484 － 381,484

セグメント間の内部売上高又

は振替高
8,589 124 － － 10,708 △10,708 －

計 23,453 46,046 23,494 － 392,192 △10,708 381,484

セグメント利益又は損失（△） △41 △1,375 704 － 10,621 △5,798 4,823

その他の項目        

持分法投資利益又は損失

（△）
－ 25 － △2,725 △2,700 － △2,700

持分法適用会社への投資額 － 15 － 76,385 82,031 － 82,031

（注）１.セグメント利益の調整額△5,798百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主として当社及び株式会社ＬＩＸＩＬの人事、総務、経理等の管理部門に係る費用であります。

２.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

EDINET提出書類

株式会社ＬＩＸＩＬグループ(E01317)

訂正四半期報告書

21/26



２．報告セグメントの変更等に関する事項

　従来、国内外の事業を「金属製建材事業」、「水回り設備事業」、「その他建材・設備事業」、「流通・小売り

事業」及び「住宅・不動産他事業」の５区分に分類して報告セグメントとしておりましたが、当第１四半期連結会

計期間より、国内の事業と海外の事業を区分し、「国内事業」として「金属製建材事業」、「水回り設備事業」、

「その他建材・設備事業」、「流通・小売り事業」、「住宅・不動産他事業」の５区分、「海外事業」として「ア

ジア事業」、「カーテンウォール事業」、「ＡＳＢ事業」及び「その他事業」の４区分の計９区分に変更しており

ます。

　なお、「アジア事業」は、従来、サッシ等を製造・販売する「金属製建材事業」、衛生陶器、浴槽等を製造・販

売する「水回り設備事業」、タイル、木質内装建材等を製造・販売する「その他建材・設備事業」に含めておりま

した。「カーテンウォール事業」は、カーテンウォールを製造・販売する「金属製建材事業」に含めておりまし

た。また、「ＡＳＢ事業」は、北米に所在するASD Americas Holding Corp.が展開するアメリカンスタンダードブ

ランドの衛生陶器、水栓金具、浴槽等を製造・販売する「水回り設備事業」に含めておりました。

　この変更は、近年におけるグローバル事業の進展に伴う事業構成の変化に加え、当第１四半期連結会計期間の期

首より中核事業会社である株式会社ＬＩＸＩＬにおいて、最高経営執行体としてＧＭＣ（Global Management

Committee）を発足させ、グローバルで機能と国又はビジネスとのマトリックス組織に再編し管理することとした

ことから、報告セグメントを変更したものであります。

　また、従来同社の人事、総務、経理等の管理部門に係る費用は各セグメントに配賦しておりましたが、上記変更

を契機に見直し業績管理区分を変更したことから、セグメント利益又は損失の「調整額」に全社費用として計上す

る方法に変更しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分及び全社費用の配賦方法

に基づき作成したものを開示しております。

 

３．報告セグメントごとののれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　「ＡＳＢ事業」セグメント（従来の「水回り設備事業」セグメント）において、前連結会計年度にASD Americas

Holding Corp.の株式取得に伴い暫定的に算出されたのれん40,062百万円を計上しておりましたが、取得原価の配

分が完了したことにより、25,408百万円減少しております。

 

（企業結合等関係）

株式会社ＬＩＸＩＬによるASD Americas Holding Corp.の株式取得について

 ① 取得原価の当初配分額に重要な修正がなされた場合の修正内容及び金額

　前連結会計年度に取得しましたASD Americas Holding Corp.の取得原価の配分について、一部の項目において、

連結財務諸表作成時点における入手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計処理を行っており、取得原価の配分は

完了しておりませんでした。

　当第１四半期連結会計期間における取得原価の配分の見直しによるのれんの修正額は、次のとおりであります。

 

修正項目　　　　　　　　　　　のれんの修正金額

のれん（修正前）　　　　　　　40,062百万円（407百万ドル）

流動資産　　　　　　　　　 △1,407百万円

有形固定資産　　　　　　　 △7,434百万円

無形固定資産　　　　　　　△21,662百万円

投資その他の資産　　　　　　 △352百万円

流動負債　　　　　　　　　　　 159百万円

固定負債　　　　　　　　　　 5,289百万円

修正金額合計　　　　　　　△25,408百万円

のれん（修正後）　　　　　　　14,653百万円（148百万ドル）

 

 ② 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

イ．発生したのれんの金額

14,653百万円（148百万ドル）

ロ．発生原因

取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その超過額をのれんとし

て計上しております。

ハ．償却方法及び償却期間

20年にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次の

とおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益 30.73円 0.14円

（算定上の基礎）   

四半期純利益（百万円） 8,936 41

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 8,936 41

普通株式の期中平均株式数（千株） 290,752 291,774

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 30.64円 0.14円

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 917 1,490

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

平成25年４月15日取締役会決

議による第５回新株予約権

（普通株式 4,730千株）

平成26年５月７日取締役会決

議による第７回新株予約権

（普通株式3,662千株）

この概要は、「第３ 提出会社

の状況 １ 株式等の状況 (２)

新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。

 

 

２【その他】

平成26年５月19日開催の取締役会において、平成26年３月31日の株主名簿に記載又は記録されている株主に対し

て行う期末配当につき、次のとおり決議いたしました。

①　期末配当金総額　　　 　            　8,721,993,810円

②　１株当たり期末配当金　                  　　 　　30円

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　平成26年６月４日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成27年６月５日

 

株式会社　ＬＩＸＩＬグループ

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大　中　康　行

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 稲　垣　浩　二

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山野辺　純　一

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＬＩＸ

ＩＬグループの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１

日から平成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る訂正

後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半

期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＬＩＸＩＬグループ及び連結子会社の平成26年６月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

　セグメント情報等に記載のとおり、会社は当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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その他の事項

　四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成26年８月７日に四半期レビュー報告書を提出した。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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